第１号様式（第６条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）

神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付申請書
神奈川県副業・兼業人材活用補助金について、交付要綱第６条の規定に基づき、
令和８年度の標記補助事業について関係書類を添えて次のとおり補助金の交付を
申請します。

１ 補助事業の目的及び内容
経営改善や経営体質の強化に取り組むため、神奈川県プロ人材活用センターによる支援を受けて、プロフェッショナル人材を副業・兼業の形態で活用する。
　別添：事業計画書（第２号様式－１）のとおり

２ 補助対象経費             金　　　　　 　　　円

３ 補助金交付申請予定額     金　 　　　　　　　円 （補助対象経費の8/10以内）
[bookmark: _Hlk193990479]
【添付書類】
[bookmark: _Hlk193991182]　(1) 事業計画書・収支予算書（第２号様式－１、第２号様式－２）
　(2) 紹介手数料の額が確認できる書類の写し（民間人材ビジネス事業者発行のもの）
　(3) 副業・兼業人材の活用に係る契約または内容が確認できる書類（締結前の委託契約書等）
の写し
　(4) 誓約書（第３号様式）
　(5) 役員名簿（法人の場合）（第４号様式）
(6) その他理事長が必要と認める書類※誓約書は、申請者において原本を保管すること。


　　
	連絡担当者氏名
	

	所属・役職
	

	Mail
	

	TEL
	



第３号様式
誓　約　書

令和　　年　　月　　日
公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）

神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。
（該当する場合は✔を入れてください。）
	
	確認・宣誓事項
	チェック

	１
	交付要綱第３条（補助対象者）第１項に定める１号から５号のすべてを
満たしています。
	

	２
	申請書（第１号様式）及び添付書類の内容に虚偽はありません。

	

	３
	申請者（法人にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役、相談役、顧問その他の実質的に当該法人の経営に関与している者））が、交付要綱第８条（暴力団排除）第１項に定める１号から３号のいずれにも該当しません。また、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有していません。
	

	４
	上記３に該当しないことを確認するため、必要に応じて神奈川県警察本部に照会することについて承諾します。
	

	５
	同一の事業について、国、地方公共団体等から他の補助金を受けていません
（又は受ける予定がありません）。
	

	６
	交付要綱第１５条（交付決定取消し等及び補助金の返還）第１項に定める事項に該当したときは、異議を申し立てしないとともに、センターの指示に従います。
	

	７
	誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、補助金の交付の全部若しくは一部を取り消されることになっても異議はありません。また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。
	



第４号様式


役　員　名　簿
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和    年   月   日現在

（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	役　職
	氏名のﾌﾘｶﾞﾅ
	氏  名
	生年月日
	性別
	役員の住所

	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	
	

	代表者

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※１　役員全員を記載してください。
  ２　必要に応じて適宜、行を追加してください。



第５号様式（第７条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）


神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付決定前着手申請書

　　下記事業について、補助金交付決定前に着手したいので提出します。
　　なお、事業実施にあたっては、補助金の交付等に関する規則及び神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付要綱を遵守し、センターの指導に従います。
　　また、本件について、交付決定がなされなかった場合においても異議は申し立
てません。

１　補助金の名称
神奈川県副業・兼業人材活用補助金


２　事前着手する事業の概要（事業内容・事業費（千円））



３　事前着手の理由



４　事業の事前着手日（予定日）
　　令和　　年　　月　　日



（留意事項）
１　当該事業について、補助金交付決定を受けた金額が交付申請額に達しない場合においても、異議がないこと。
２　当該事業について、着手から補助金交付決定を受ける期間においては、計画変更は行わないこと。


第６号様式（第１０条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）


神奈川県副業・兼業人材活用補助金変更（中止、廃止）承認申請書


　　　　年　月　日付けで交付決定を受けた神奈川県副業・兼業人材活用補助金に係る事業を次のとおり変更（中止、廃止）したいので承認を受けたく、関係書類を添えて申請します。


１　変更（中止、廃止）の内容及び理由






　２　変更（中止、廃止）に伴う経費の支出
（単位：円）
	事業に要する
経費
（変更前）
	事業に要する
経費
（変更後）
	補助金
交付済額
	変更後の補助金交付申請額
	差額

	
	
	
	
	

	(積算内訳)
	(積算内訳)
	
	
	





第７号様式（第１１条関係）

令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長
　　　　　　　（　公　印　省　略　）



[bookmark: _Hlk193820449][bookmark: _Hlk193989126]神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付決定通知書


令和　　年　　月　　日付けで申請のありました神奈川県副業・兼業人材活用補助金について、次のとおり交付することが決定しましたので神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付要綱第１１条の規定に基づき通知します。


１　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜）


２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　円






（問合せ先）
　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県プロ人材活用センター　事務局
　　                　　　　　　　　TEL ： 045-633-5008
　　　　　　　　　　　　　　　　　MAIL： prohojyo＠kipc.or.jp


第８号様式（第１３条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）



神奈川県副業・兼業人材活用補助金事業実績報告書

[bookmark: _Hlk196220566]　　　　年　 月　 日付けで交付決定を受けた神奈川県副業・兼業人材活用補助金について、補助事業が完了したので、神奈川県副業・兼業人材活用補助金交付要綱第１３条の規定により令和８年度の実績を次のとおり報告します。

記


  １　補助事業の実績内容

　　別添：事業実績書（第９号様式－１）のとおり　
※事業計画書と変更がある場合は、変更箇所に下線を付すこと。


　２　補助事業が完了した日

年　　月　　日
　　　

【添付書類】　
(1) 事業実績書・収支報告書（第９号様式－１、第９号様式－２）
※事業計画書に変更がある場合は、変更箇所に下線を付したもの。
(2) 紹介手数料の額が確認できる書類の写し（民間人材ビジネス事業者発行のもの）
(3) 副業・兼業人材の活用に係る契約または内容が確認できる書類（締結後の委託契約書等）
の写し
(4) 補助対象経費を支払ったことを証する書類（振込明細書等）
(5) その他理事長が必要と認める書類




第１０号様式（第１４条関係）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人神奈川産業振興センター理事長 殿

（申請者）
住　所　
氏　名　
　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）



神奈川県副業・兼業人材活用補助金精算払請求書

年　 月　 日付けで交付決定を受けた神奈川県副業・兼業人材活用補助金について、次のとおり請求します。

１　精算払請求額　　　　　　　　　　　　　円

２　振　込　先
	金融機関名
	
	銀行
組合
金庫

	店名
	
	本店
支店
出張所

	預金種別
	
普通　　当座　　その他
　　　　　　　　（　　　　）
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	(フリガナ)

口座名義人
	

	
	








